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笠間市行財政改革大綱実施計画の平成２５年度実績について 
 

１．実施計画策定の趣旨 

笠間市は，平成２３年度から平成２８年度の６年間を計画期間とした「第二次笠間市行財政改革大

綱」を策定し，それに基づいて改革の取組を行っています。 

「実施計画」は，「第二次笠間市行財政改革大綱」に基づく実施すべき改革項目について，具体的 

な改革の内容及びスケジュールを明らかにするため策定するものです。 

 

 

２．第二次笠間市行財政改革大綱の改革の方針 

「民間の優れた視点や発想を取り入れた効率的・効果的な行政経営」，「行政と市民の意識改革」，

「財政基盤の確立」の改革の方向性のもと，改革の方針を以下のとおり設定し，具体的な取組を進め

ています。 

 

 

 

 

 

 

３．実施計画の実施項目 

改革の方針を踏まえ，次の項目に沿った実施計画を策定し，具体的な取組を行いました。 

 

○方針ごとの主な実績 

 

１ 市役所の変革 

 

【実績及び今後の方向性】 

（１）民間の優れた経営手法の導入 

○総合計画の各施策に関し,市民ニーズを反映することで,効率的・効果的な事業展開を図るため,49

施策について市民実感度調査（1,200 人無作為抽出）を実施した。 

○議事録作成に要する時間を短縮するため，音声認識ソフトを利用し業務の効率化を図った。（実施

効果：作業時間▲560 時間，人件費換算▲2,072 千円） 

○証明書発行業務における業務プロセス改革の提言を行った。 

○総合計画の各施策に対し,「数値指標」102 項目と「市民実感度指標」54 項目の 2 種類の目標指標

をもとに，総合計画の進行管理を行った。 

○消費生活センターの運営を外部委託し，人員配置，組織機構の見直しを図った。 

○放課後児童クラブ 14 施設の運営業務を引き続き民間委託した。 

○友部小学校，北川根小学校，友部中学校の調理業務を一括契約とし，民間委託の推進とともに，業

務の集約化と契約事務の整理統合を図った。 

○全庁的に民間委託を推進するため，包括的な業務委託に関する実施方針を策定した。 

 

⇒引き続き民間に委ねたほうがより有効な事務事業について，業務の外部化を検討し，推進する

必要があります。 

 

（２）効率的な行政運営 
○事務事業評価及び施策評価を実施し，評価結果を総合計画 3 ヵ年実施計画に反映させ予算編成に活

用した。 

○生活道路の整備について，公平かつ透明性を確保するため評価基準に基づく運用を試行的に実施し

た。 

○小中学校の適正な配置を行うため「笠間市立小中学校統合準備委員会」を設置し，委員会及び専門

部会を開催した。 

⇒引き続き事務事業評価及び施策評価を実施し，事務事業の見直し等を行い効率的な行政運営に

１ 市役所の変革  

２ 市民協働・公民連携の推進 

３ 財政基盤の確立 
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努める必要があります。 

 

（３）市民ニーズに対応できる人材の育成 
 ○基本研修，特別研修，派遣研修，評価者研修会，職員提案を実施した。特に，職員提案について

は，目標とした提案数に達成したことで職員の意欲が向上したことが見受けられた。 

○民間の知恵とノウハウを活かし,多様な市民ニーズに的確に対応できる人材を育成するため,人事交

流を実施した。 

 

⇒引き続き職員の意識改革と資質向上を図るため，人材の育成に努める必要があります。 

 

（４）組織の活性化 
 ○事務事業評価で得られた業務量の集計データを人員配置，組織見直しに活用した。 

 ○職員の内部育成では取得しにくい高度な専門的知識を有する者を採用した。（幼稚園教諭 1 名，看

護師 3名） 

 

⇒引き続き多様化する市民ニーズに対応するため，高度な専門的知識を有する人材の任用に努

め，組織の活性化を図る必要があります。 

  

 

２ 市民協働・公民連携の推進 

  

【実績及び今後の方向性】 

（１）市民協働・公民連携の推進 

○地域の自主性及び自立性を高め,災害に強いまちづくりを構築するため,自主防災組織の結成を促進

した。（啓発,地区説明会 11 団体，新規結成 24 組織） 

○健康づくり計画に基づき，健康増進事業（生活習慣病予防教室）,食育推進事業（親子料理教室,こ

ども料理教室）等を推進した。（事業参加者数 5,463 人） 

○市民活動を活性化するため,「まちづくり市民活動助成金」事業を推進した。（自立促進事業：新

規 1件助成，地域活性化事業：新規 4件 継続事業 5件 合計 9件助成）  

○質の高い応急手当の普及率を図り,市民の救命率の向上につなげるため, 民間救急ボランティアを

養成した。(民間救急ボランティア登録者数 83 名) 

○協働のまちづくりの推進と地域の活性化を図るため,地域ポイント制度を本格実施した。（年度末

登録者数 2,091 名） 

○審議会等への女性の参画を促進するため，男女共同参画人材バンクの登録者数の増加を図った。

（登録者数 40 人，参画率 26.9％） 

   

⇒引き続き住民自らが自主性・主体性をもって地域の課題を地域自ら解決していくことのできる 

環境づくりや，市民協働・公民連携のまちづくりに努める必要があります。 

 

（２）多様化する市民ニーズへの対応 
○市ホームページを更に容易に作成できるようシステムの改修を図るとともに，職員のスキルアップ

を図るため職員研修を実施し，市内外へ情報発信の環境作りに努めた。 

○笠間のＰＲとイメージアップを図るため，市内各所（各駅，コンビニ，ガソリンスタンド，スーパ

ー等）に笠間市情報コーナーを設置し笠間市の情報を市内外に発信した。 

 

⇒引き続き市民の視点に立った市民サービスの向上，利便性の向上，市民ニーズの市政反映等に

努めるとともに，情報通信技術を利用した効率的な市民サービスの提供について検討する必要が

あります。 

 

 

３ 財政基盤の確立 

 

【実績及び今後の方向性】 
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（１）財源の確保 
○雇用の場の提供と自主財源の確保を図るため,企業誘致及び市内企業の規模拡張を推進した。（新

規企業誘致数 4社，平成 23 年度以降累計 12 社）  

○雑誌購入経費をかけずに雑誌タイトル数を維持・増加させるため,雑誌スポンサー事業を実施し

た。（スポンサー1店舗 3誌） 

○未調査家屋及び償却資産未申告事業所の把握に努めた。（①未調査家屋の把握：90 棟，税額 830

千円の課税登録。②償却資産申告の事業所把握：新規 51 件税額 16,946 千円の課税登録。） 

○徹底した財産調査による滞納処分を実施し，不動産会場公売及びインターネットによる動産及び不

動産公売を実施した。（納税相談，催告書，財産調査，呼出交渉，差押，捜索による動産差押，コ

ンビニ収納，児童手当からの特別徴収等 徴収額合計 314,145 千円増） 

○水道事業の包括民間委託に伴い，公共下水道使用料の賦課・徴収業務を民間委託し，徴収率向上を

狙った体制を整えた。 

○未利用の普通財産を処分した。（4件，12,870 千円） 

 

⇒引き続き財源の確保，徴収体制の強化に努める必要があります。 

 

（２）歳出の適正化 
 ○財政調整基金への追加積立，総合計画 3 カ年実施計画に合わせ財政計画を策定，重点施策・重要事

務事業への予算の重点配分，経常経費の予算要求（H23 対比で一般財源ベース部内 10％削減）をそ

れぞれ実施した。 

○笠間学校給食センターの改築により炊飯業務の集約化を図り炊飯委託費の削減を図った。 

（効果額▲9,127 千円） 

○企業会計・特別会計の収支改善については，収納率の向上・経費の削減を図り基準内繰入の維持に

努めた。 

○補助金の見直しを実施した。（廃止 17 件，減額 33 件 効果額▲14,768 千円） 

○負担金等の見直しを実施した。（廃止 9件 減額 20 件 効果額▲1,130 千円） 

 

⇒引き続き繰出金の適正化に努めるとともに，補助金・負担金等を定期的に見直し，適正な交付 

に努める必要があります。 

 

（３）保有資産の有効活用 
 ○アセットマネジメント基本計画の策定及び実施に向けて，登記情報と市所有の既存台帳との整合を

図った。 

○定期点検を実施した橋梁 72 橋の修繕計画を策定した。 

 ○都市公園 23 施設の実態調査を実施し，長寿命化計画を策定した。 

 

⇒引き続きアセットマネジメントの考え方を取り入れた管理に向けて取り組む必要があります。 

 

【経費削減等効果】 

投入コスト（改革コスト） 32,959 千円 

収入増減 408,231 千円 

支出増減 ▲53,887 千円 

効果額 429,159 千円 

  

 【組織機構及び事務事業の見直しによる人件費削減額】 

削減数 8 人 

削減額 60,000 千円 

 

〔効果額の考え方〕 

 ○ 効果額とは，改革の取組によって収入増または支出減となった額から改革に要した費用（改革コスト）を差し引いて得られ

た額のことです。  

○ 経費削減等効果は，平成 24 年度と比較したものです。 

○ 改革の実施を効果額として表すことができないもの，効果額が未定なものについては，計上していません。 

○ 組織機構及び事務事業の見直しによる人件費削減額は，実施項目毎の効果額には含まずに別に管理しています。 


